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態調査の結果によると、、わが国の一人あたり平均現在歯数が 40 歳では 27.5 本、 80 歳では 8.2 本となっており、 40
歳から 80 歳の 40 年間には 19.3 本の永久歯が失われている。また、歯肉の所見のない者の割合は、 40-44 歳におい








平成 6 年度から 9 年度の聞に兵庫県 N 町において老人保健法に基づく基本健康診査(集団方式)を受診した者を対
象として口腔診査を行い、口腔保健状態について診査を行った。平成 6 年度には歯科衛生士の聞き取りにより歯科保
健行動に関する質問調査を行い、各質問項目において良好な歯科保健行動の有無に対し「あり」と答えた者に得点 1 、
「なし」と答えた者に得点 O を与え、 9 項目の合計得点を歯科保健行動得点とした。
口腔清掃状態の判定には、 DI(Debris Index) 、歯周疾患の状態の判定には、 CPITN(Community Periodontal Index 
of Treatment Needs) を用いた。
4 年連続受診者を対象として、歯科保健行動と口腔保健状態の関連について良好な歯科保健行動の有無に対し「な
し」と答えた者を基準とし、 「あり」と答えた者および歯科保健行動得点と口腔保健状態の関連について歯科保健行
動得点が 2 以下で、あった者を基準とし、 3 以上で、あった者の性・年齢調整後オッズ比と 95%信頼区間を計算した。




口腔清掃状態が良好であった者の割合をみると、歯科保健行動得点が r 0 '"-' 2 J で、あった者を基準として r 3 '"-' 9 J 
で、あった者はいずれの年度においても 1 以上のオッズ比を示し、平成 7 、 8 年度においては有意差を認めた。
歯周組織の状態が良好であった者の割合を区分別に比較すると、歯科保健行動得点が r 0 '"-' 2 J で、あった者を基準
として r 3 '"-' 9 J であった者は平成 7 、 8 年度において 1 以上のオッズ比を示し、平成 7年度においては有意差を認
めた。いずれの歯科保健行動項目においても口腔清掃状態の非改善率は良好な保健行動を有した者はそうでない者に
比べ低率であった。


















て、地域住民に歯科健康診査と歯科保健行動に関する質問調査を 4年間(年 1 回)実施した。良好な歯科保健行動を
継続して維持することが口腔保健状態に重要であり、良好な歯科保健行動をより多く有した者はそうでない者に比べ
て、口腔清掃状態の良好で、あった者の割合および、歯周組織の状態が良好で、あった者の割合が有意に高く、歯科保健行
動と口腔保健状態の関連が示唆された。具体的な口腔衛生指導、歯科健康教育により良好な歯科保健行動を有する事
が口腔清掃状態に重要であるとの結論に達した。特定の集団(医療機関受診者等)でなく、一般の住民を対象とした
縦断研究であり貴重な研究結果であると評価できる。また、歯科保健行動と口腔保健状態の関連が示されたことによ
り、今後この分野における研究の発展に寄与できる研究結果であり、学位の授与に値すると考えられる。
??9
“ 
??
